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また文化の多様性については、図 4-9のような種類がある。 

 

図 4-9 文化の多様性 

 

こうした要因の組み合わせにより、人工物は多様な発達を遂げてきた。その発達の仕方に

は、図 4-10 のように、垂直発達(従前の人工物が新たな人工物によって置換される)と水

平発達(従前の人工物に新たな人工物が追加され、それらが併用される)とがある。 

 

図 4-10 人工物の垂直発達と水平発達 
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4.2.2 人工物発達学から見た製品情報表現の方向性 
 

この人工物発達学の視点から見たとき、製品情報表現は、大きくは在来の情報表現メディ

アの利用に新たなメディアが加わるという水平発達の形を示してきた。言い換えれば、メデ

ィアの種類が増えることにより、目的に適合した情報表現メディアを使用するようになって

きた。 

 

しかしインターネットの普及は、ある意味で、垂直発達に近い方向性を示唆している。す

なわち、在来のメディアを完全に駆逐するまでには至らないものの、インターネットはそれ

までの製品情報の表現を包括的に置換する可能性をもっている。 

 

したがって、今後の製品情報の表現においては、インターネットという情報伝達メディア

において、各情報表現メディアの最適な表現方法を明確化することが必要となる。 

 

 また、インターネットによる表現では、紙メディアの場合と異なり、随時の追加修正が可

能であり、非常にフレキシブルである。その利点を生かせば、関係者の連携的な努力により、

従来よりも早い段階から、製品情報を開発関係者で共有し、またユーザに提供することが可

能となる。 
 

4.3 将来の製品情報表現のあり方 

 
こうした意味で、将来の製品情報に関する表現のあり方に関し、インターネットをベース

にした各情報表現メディアの最適化について調査分析し、その適切な利用法を明らかにする

ことが次の課題である。 

 

ただ、そのためには、製品ライフサイクルに関わるすべての関係者がインターネットの利

用技術(リテラシー)を獲得することが必要である。また、設計開発関係者が情報を共有する

場合、どのような形でインターネットにおける製品情報の管理を行うかという方式的な検討

も必要である。 

 

こうした形で、インターネットを利用した情報表現メディアの活用の基盤をどの程度まで

構築しうるか、ということが、企業の成熟度の一つの指標であるともいえるであろう。 

 

 次年度においては、このような形で、インターネットをベースにした情報表現メディアの

最適利用法と、インターネットを利用した社内情報共有システムの構築をいかにすべきか、

という方向の探求が大きな検討課題といえる。 
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5. 今後の課題 

5.1 ISO13407 におけるユーザビリティプロセスの見直し 

 

 ISO13407で提唱されたプロセスモデル(図 5-1)は、人間中心設計の基本的プロセスを

あらわすものとして関係者の間に定着してきた。 

 

 

 

 

図 5-1 ISO13407のプロセス図 

 

 現在、ISO13407は、ISO9241-210として再検討が行われており、そこでは、図 5-2の

ようなプロセス図が用いられる予定である。 
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図 5-2 ISO9241-210のプロセスモデル 
 

 

 この図の特徴は、evaluateからすべての段階に矢印が飛んでいる点であり、反復プロセスに

は多様な種類がありうることを主張している点にある。しかし、その点については重要なポイ

ントとは思えない。 

 むしろ ISO18529や ISO18152が表現しようとしたような、ライフサイクル全体を明らかにす

ることと、その中における設計プロセスの位置づけを明確にすることの方が重要であると考え

られる。ISO13407のプロセスモデルは、設計プロセス(デザインプロセス)に関わるものといい

つつも、企画段階におけるユーザ調査を含むのか含まないのかといった点が不明瞭であるし、

長期的モニタリングが重要であるといいつつも、運用段階については言及していない。そうし

た意味で、フェーズと活動との階層構造が不明瞭であり、PDS(Plan, Do, See)モデルやデミン

グサイクル(PDCA: Plan, Do, Check, Act)などと同程度の曖昧さを含んでいる。 

 その意味で、ISO13407のプロセスモデルを再吟味する必要があるといえる。いうまでもなく、

PDCA 的な考え方を導入し、その中でユーザに接近することの重要性を説いた点は、ISO13407

の功績といえる。しかし、サイクリックプロセスの提案として見た場合には、特に evaluate

から understand and specify the context of useに戻る矢印の意味が不明瞭であるし、produce 

design solution における形成的評価を含んだミニサイクルが明示されていないという問題が

ある。 

 同様な意味において、図 5-1や図 5-2のプロセス図が、本当に反復的なものなのか、それと

もウォーターフォール的なものなのかについても疑念がある。ISO13407では反復的プロセスを

提唱しているが、そのために無理矢理 evaluateから understand and specify the context of 

use を繋いでいるようなところがある。しかし、形成的評価をしたからといって、設計段階で

もう一度 understand and specify the context of useに戻ってしまうということは考えにく

い。それよりも運用段階における実利用にもとづいて、次のライフサイクルプロセスにフィー
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ドバックが与えられると考えた方が適切である。ISO9241-210 の図 5-2 はその点を全く無視し

ており、却って逆効果になっている。 

  

5.2 ライフサイクルプロセスと PDCA の統合 

 プロダクトライフサイクルを企画、設計、製造、販売、運用に分けた場合、PDCAの各活動と

の組み合わせは表 5-1 のようなマトリクスとして表現できる。このような考え方は、既に HQL

の研究会で 2001 年前後に提案されているもので、特に新しいものではないが、ライフサイク

ルプロセスと活動プロセスを区別する意味では重要なものである。 

 

 

 Plan Do Check Act 

企画     

設計     

製造     

販売     

運用     

 

 

表 5-1 ライフサイクルプロセスと PDCAサイクル 

  

 

 ここで用語について、ライフサイクルの諸相(表では行に相当する)は「段階」と呼ぶことに

し、PDCAサイクルの諸相(表では列に相当する)は「活動」と呼ぶことにする。 

段階はウォーターフォール的なものであり、たとえば設計から企画にもどったりすることはな

い。 

活動における PDCA の Act は修正を意味しているが、それに Act という用語を用いるために誤

解が生じやすい。その点で変更が望まれる(たとえば Amendment)。しかし、そもそも Actは Check

にもとづくDoであり、実際にはDoとCheckの間に反復が発生すると考えた方がわかりやすい。

いいかえれば、一度 Do をして Check をして、その結果を Act としたらウォーターフォール的

にそれで良しとしてしまうのではなく、Actをしたら必ずそれを Check し、それを反復すると

いう考え方の方が適切である。 

そこで、ここでは PDCA をそのまま使うのでなく、むしろ PDS の枠組みを使うこととして、計

画、実施、評価とする。それぞれはフェーズと呼ぶことにする。これらのフェーズは反復的な

ものである。 

このように考えると、図 4-3のような考え方に整理される。繰り返すが、表において、ライフ

サイクル段階はウォーターフォール的であり、活動フェーズは反復的である。この組み合わせ

からなる 15の活動が人間中心設計プロセスである。 
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5.3 人間中心設計に関するライフサイクル段階と活動フェーズ 

 

 

 以下に、図 5-3におけるそれぞれの段階・フェーズについて概略を説明する。 

 

 

 

図 5-3 人間中心設計に関するライフサイクル段階と活動フェーズ 
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(13 ) 運 用 計 画 (14 ) 運 用 実 施 (15 ) 運 用 評 価
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5.3.1 概念化計画 

開発しようとする製品やシステムの内容や方向性を明らかにし、全体の開発スケジューリング

を行う。 

 

5.3.2 概念化実施 

開発しようとする製品やシステムの具体的コンセプトを明確にするために、既存品や類似品

に関する実態調査を行い、問題点を抽出する。フィールドワークを含めたユーザ調査を実施し、

問題点を具体的に把握する。問題点に予想外の点が見いだされ、計画全体の見直しが必要にな

った場合には 5.3.1に戻る。 

 

 具体的なアウトプットとしては、問題分析の結果と要求仕様書が得られる。 

手法としては、contextual inquiry、naturalistic observation、interview、questionnaire

が用いられ、さらに work model, persona, scenarioなどの手法が用いられる。また傾向分析

などの市場予測手法が用いられる。 

 

5.3.3 概念化評価 

設定された製品やシステムが解決しようとしている問題点を確認し、それを改善することが

実質的にユーザのユーザビリティ(有効さと効率)の向上に寄与しうるかを検討する。十分な効

果が得られないと考えられた場合には 5.3.2 に戻る。 

 

5.3.4 設計計画 

この設計計画から設計評価までが ISO13407 が本来企図していた範囲である。設計の計画フ

ェーズでは、設計開発の詳細スケジューリングを行う。 

 

5.3.5 設計実施 

5.3.2 で作成された要求仕様書にもとづいて、解決案を探る活動が行われる。そのために要

件定義を行い、プロトタイピングを行いながら段階的に精度をあげ、外部仕様(機能仕様)を作

成する。さらに外部仕様を実装するための詳細設計を作成する。 

 

いいかえれば、要件定義、プロトイプ、外部仕様、詳細設計という具体化のレベルが四水準

に異なる資料が作成されることとなり、それらは 5.3.6 の評価を得つつ、高次の水準に向か

ってゆく。すなわち、この設計実施の中では、スパイラルアップが基本となり、設計と評価の

スパイラルが少なくとも四回転することになる。ただし、評価の結果、仕様変更に関係する重

大な問題指摘がなされた場合には、同レベルでもういちどスパイラルを回すことになる(図

5-4)。 
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詳細設計                                評価 

外部仕様                                評価 

プロトタイプ                              評価 

要件定義                                評価 

 

 

図 5.4 設計実施におけるスパイラルアップ 

 

手法としては各種プロトタイピング(paper prototyping)などが用いられる。 

 

5.3.6 設計評価 

 5.3.5 で作成された要件定義、プロトイプ、外部仕様、詳細設計という四水準の具体的設計

案に対して、評価を行う。この評価においては、利用者視点からの評価が重要であるが、技術

とのかねあいで実現可能性をチェックすることも必要である。 

手法としてはウォークスルー、ユーザビリティテスト、インスペクション評価などが用いら

れる。 

 

5.3.7 製造計画 

5.3.5 で作成され 5.3.6で確認された詳細設計書にもとづいて、具体的なラインの計画を立

てる。稼働ライン、要員配置、目標時期と目標数量などを考慮しながら計画する。この段階で、

製造の立場から VA が行われ、外部仕様や詳細設計の一部に変更が加えられることもある。こ

れについては、5.3.6 に戻して評価を行い、人間中心設計の視点から問題のない設計であるか

どうかを確認する。 

 

5.3.8 製造実施 

ラインにて製造が行われる。 

 

5.3.9 製造評価 

これは基本的には製品検査と同じである。ただ、出荷前の検査という意味で、改めてユーザ

ビリティに関する総括的評価を行う。 

 

5.3.10 販売計画 

製品やシステムを市場にだす前に、販売の計画を行う。これには広告戦略や販売員教育、出

荷計画などが含まれる。TCに関連したマニュアルや取説の印刷・確認も含まれる。 

 

5.3.11 販売実施 

実際の販売活動を行う。なお、販売現場で顧客の声を聞き、それをまとめて評価に用いる。 
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5.3.12 販売評価 

販売上の問題点を確認する。 

 

5.3.13 運用計画 

ユーザの手元に製品やシステムをインストールし、あるいはユーザからの質問を受け付ける

窓口を設置したりする。製品の修理部品の確保などもこの段階で行われる。 

 

5.3.14 運用実施 

ヘルプデスクでのユーザ対応、ユーザからの要請による修理などが行われる。 

 

5.3.15 運用評価 

 さまざまな場面から得られたユーザの実利用体験にもとづく評価をまとめ、次の段階での

製品やシステムの開発の 5.3.1 にフィードバックする。 

 

5.4 在来設計から人間中心設計へ 

在来の設計のやり方から人間中心設計に移行するためには、図 5-3の各活動における人間中

心設計的な側面にどれだけ力をいれるかという点に関するマネージメントが重要になる。 
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図 5-5 人間中心設計における重要活動 

 

 図 5-3で人間中心設計において重要となる活動を黄色にしたものが図 5-5である。この図の

黄色の部分をちゃんと実施できているかどうかが人間中心設計の実施水準になる。 

 

5.5 今回の調査結果と今後の課題 

今回の調査結果では、図 5-5の黄色の部分をきちんと実施することが実際には困難であるこ

とが明らかとなった。全体として UD(ユニバーサルデザイン)の提唱などで旗をあげたものの、

実際の活動はそれに対応したものになっていない。特に発売後については、ユーザアンケート

やクレーム分析、販売員の意見収集、カスタマーコール数などを使った従来のマーケティング

活動は行われているものの、実ユーザの実利用現場における情報収集がほとんど行われていな

い。 

 

こうした現状の原因としては、予算の不足、人員の不足、時間の不足などが考えられるが、基

本的にはマネージメントサイドの理解の低さ、クライアントサイドの理解の低さなどに起因す

るといえるだろう。 

いいかえれば、目標として「カスタマーコールゼロ」「使い勝手が当たり前品質となる」「満

足度に関して顧客の要求水準を達成する」「ブランドロイヤリティの獲得」などがあげられて

いるが、それに対する実際の活動が行われていないのが現状といえる。 
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 このような現状がどのような原因によって起きているのか、それに対してはどのような対策

が打てるのか、社内における意識のずれを解消するにはどうしたらいいか、などを今後の調査

研究によって明らかにしていく必要がある。 

 

5.6 創造的ユーザビリティと標準的ユーザビリティの向上 

４章で区別した二つのユーザビリティのうち、図 5-3や図 5-5をきちんと実行することによ

って実現可能となるのは、主に標準的ユーザビリティである。しかし、概念化段階と設計段階

の「ある時点」で、製品やシステムの有効さや効率の向上のために、革新的な改善案がでれば、

それは創造的ユーザビリティを産み出すことになる。 

 

 創造的ユーザビリティについては、結果論で論じることしかできないのが現状ではあるが、

それらが産み出された経緯を調査することにより、創造的ユーザビリティに特化した人間中心

設計プロセスモデルを提案することも可能になると考えられる。その意味で、既存の創造的ユ

ーザビリティ製品やシステムについて、回顧的分析を行い、そのポイントを明らかにするのも

今後の課題といえる。 

 

5.7 まとめ 

 上記のように、図 5-3や図 5-5に準拠した標準的ユーザビリティの確立を阻害している要因

の明確化と、既存の創造的ユーザビリティ製品やシステムに関する回顧的分析を行うことが、

今後の課題である。 

 

 

 

 

 



 

 

 


